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Ⅰ 京都市経済のあらまし 

 

１ 京都市経済の特徴 

 

(1) 経済規模 

 

◆ 人口の推移 

平成 23 年 10 月 1 日現在の京都市の推計人口は，

1,473,416人で，前回（平成 22年）調査に比べ，599

人減少している。 

15 歳未満の年少人口は 174,460 人（構成比

11.8％）で，前年比 938人減少，15～64歳の生産年

齢人口は 957,438人（同 65.0％）で，同 2,497人減

少，65歳以上の老年人口は 341,518人（同 23.2％）

で，同 2,836人増加している〔表Ⅰ－1－1〕。 

 

◆ 京都市の市内総生産 

平成 21 年度京都市の市民経済計算によると，市

内総生産は名目で 5兆 7,275億円（対前年度成長率

△3.2％），実質で 6兆 2,541億円（同△1.8％）とな

り，いずれも前年度より減少した〔表Ⅰ－1－2〕。 

 

 

 

また，平成 21 年度の市内総生産を政令指定都市

で比較すると，京都市は前年度と変わらず，神戸市

に続いて 7位となっている。市民所得について見る

と，京都市は福岡市に次いで 8 位であり，1 人当た

りの市民所得で比較すると，神戸市に次ぐ 10位とな

っている〔表Ⅰ－1－3，図Ⅰ－1－1〕。 

 

◆ 事業所数及び従業者数の推移 

総務省統計局平成 21 年経済センサス基礎調査に

よると平成21年7月1日現在の京都市の事業所数は

81,149所，従業者数は 806,942人となっている〔表

Ⅰ－1－4，図Ⅰ－1－2〕。 

産業大分類別で事業所数を見ると，卸売・小売業

が 21,979 事業所（構成比 27.1％）で最も多く，宿

泊業，飲食サービス業の12,751事業所（同15.7％），

製造業の 9,199 事業所（同 11.3％），不動産業，物

品賃貸業の 6,540事業所（同 8.1％），生活関連サー

ビス業，娯楽業の 5,916 事業所（同 7.3％）の順に

続いている。 

 

 

表Ⅰ-１-１　京都市の人口の推移

（単位：人）

年　次 総人口
年少人口

（0～14歳）
生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

平 成 12 年 1,467,785 187,562 1,024,954 255,269

平 成 13 年 1,468,743 184,937 1,018,799 265,007

平 成 14 年 1,469,061 183,266 1,011,973 273,822

平 成 15 年 1,468,944 181,593 1,006,273 281,078

平 成 16 年 1,468,401 179,394 1,002,843 286,164

平 成 17 年 1,474,811 179,003 1,000,017 295,791

平 成 18 年 1,474,625 178,427 990,251 305,947

平 成 19 年 1,472,814 177,447 978,529 316,838

平 成 20 年 1,473,646 177,314 970,261 326,071

平 成 21 年 1,474,261 176,526 962,254 335,481

平 成 22 年 1,474,015 175,398 959,935 338,682

平 成 23 年 1,473,416 174,460 957,438 341,518

資料：京都市総合企画局「京都市の推計人口」

※各年 10月1日現在
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従業者数で見ると，卸売・小売業が 178,282人（構

成比 22.1％）で最も多く，製造業が 107,212人（同

13.3％），宿泊業，飲食サービス業が 102,594人（同

12.7％）と続き，3業種で全体の 48.1％を占めてい

る〔表Ⅰ－1－5〕。 

※平成 21年経済センサス基礎調査と平成 18年事業

所･企業統計調査とは調査手法が異なるため単純

に比較できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表Ⅰ-１-２　京都市の市内総生産の推移

（単位：百万円，％）

市内総生産 増加率 市内総生産 増加率

平 成 12 年 度 6,136,443 3.3 6,157,055 4.6

平 成 13 年 度 5,820,482 △ 5.1 5,917,253 △ 3.9

平 成 14 年 度 5,854,248 0.6 6,061,055 2.4

平 成 15 年 度 5,970,989 2.0 6,275,473 3.5

平 成 16 年 度 6,037,102 1.1 6,394,836 1.9

平 成 17 年 度 6,045,814 0.1 6,455,964 1.0

平 成 18 年 度 6,034,605 △ 0.2 6,470,197 0.2

平 成 19 年 度 6,085,461 0.8 6,537,108 1.0

平 成 20 年 度 5,914,290 △ 2.8 6,367,782 △ 2.6

平 成 21 年 度 5,727,455 △ 3.2 6,254,092 △ 1.8

資料：京都市総合企画局「平成21年度京都市の市民経済計算」

年　度
名目 実質（連鎖方式，平成12年暦年連鎖価格）

表Ⅰ-１-３　他都市との市内総生産，市民所得等の比較（平成21年度）

（単位：百万円，％）

市 内 総 生 産
対 前 年 度
増 加 率

前 年 度
順 位

市 民 所 得
一 人 当 た り
市 民 所 得
（ 千 円 ）

1 大 阪 市 19,653,165 -5.2 1 8,007,376 3,008

2 横 浜 市 12,399,179 -2.5 3 10,811,548 2,940

3 名 古 屋 市 11,667,029 -9.4 2 6,977,293 3,090

4 福 岡 市 6,630,126 -2.4 4 4,382,947 3,018

5 札 幌 市 6,178,699 -1.4 5 4,688,381 2,458

6 神 戸 市 5,947,721 -1.4 6 4,483,478 2,909

7 京 都 市 5,727,455 -3.2 7 4,257,908 2,888

8 広 島 市 4,975,009 -2.6 9 3,566,965 3,048

9 川 崎 市 4,830,011 -7.5 8 4,915,269 3,487

10 仙 台 市 4,069,067 -1.8 10 2,880,121 2,787

11 さいたま市 3,880,116 -1.2 11 3,651,723 3,012

12 北 九 州 市 3,467,020 -0.2 12 2,601,123 2,647

13 千 葉 市 3,312,669 -4.3 13 2,806,951 2,938

14 新 潟 市 2,937,620 -2.8 14 2,234,672 2,751

資料：内閣府「平成21年度県民経済計算」，新潟市「平成21年度市民経済計算」

※前年度順位は，平成20年度での市内総生産の順位

※公表されている政令指定都市分を掲載
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表Ⅰ-１-４　 事業所数，従業者数及び対前回増加率の推移

事業所数 増加率 従業者数 増加率

昭 和 61 年 105,908 1.3 776,847 1.9

平 成 3 年 102,881 -2.9 826,584 6.4

平 成 8 年 97,053 -5.7 818,031 -1.0

平 成 13 年 87,283 -10.1 754,316 -7.8

平 成 18 年 78,333 -10.3 734,400 -2.6

平 成 21 年 81,149 － 806,942 －

資料：京都市総合企画局「平成18年事業所・企業統計調査結果報告書」　

      及び総務省統計局「平成21年経済センサス基礎調査」

（単位：所，人，％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-１-２　 事業所数，従業者数及び対前回増加率の推移

資料：京都市総合企画局「平成18年事業所・企業統計調査結果報告書」　

      及び総務省統計局「平成21年経済センサス基礎調査」
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図Ⅰ-１-１　他都市との市内総生産の比較（平成21年度）

資料：内閣府「平成21年度県民経済計算」，新潟市「平成21年度市民経済計算」

※公表されている政令指定都市分を掲載
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表Ⅰ-１-５　産業大分類別の事業所数，従業員数の推移

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比

第１次産業 74 0.1 50 0.1 683 0.1 531 0.1

第２次産業 14,253 17.6 13,772 17.6 141,874 17.6 138,934 18.9

鉱　業 8 0.0 6 0.0 39 0.0 49 0.0

建設業 5,046 6.2 4,383 5.6 34,623 4.3 30,556 4.2

製造業 9,199 11.3 9,383 12.0 107,212 13.3 108,329 14.8

第３次産業 66,822 82.3 64,511 82.4 664,385 82.3 594,935 81.0

電気・ガス・熱供給・水道業 60 0.1 － － 3,505 0.4 － －

情報通信業 948 1.2 － － 14,076 1.7 － －

運輸業，郵便業 1,489 1.8 － － 39,820 4.9 － －

卸売業，小売業 21,979 27.1 － － 178,282 22.1 － －

金融業，保険業 1,074 1.3 － － 20,858 2.6 － －

不動産業，物品賃貸業 6,540 8.1 － － 24,053 3.0 － －

学術研究，専門・技術サービス業 3,359 4.1 － － 29,333 3.6 － －

宿泊業，飲食サービス業 12,751 15.7 － － 102,594 12.7 － －

生活関連サービス業，娯楽業 5,916 7.3 － － 33,830 4.2 － －

教育，学習支援業 2,514 3.1 － － 51,163 6.3 － －

医療，福祉 4,437 5.5 － － 79,116 9.8 － －

複合サービス事業 308 0.4 － － 2,445 0.3 － －

サービス業（他に分類されないもの） 5,228 6.4 － － 64,125 7.9 － －

公務（他に分類されるものを除く） 219 0.3 － － 21,185 2.6 － －

総　　　　数 81,149 100.0 78,333 100.0 806,942 100.0 734,400 100.0

資料：京都市総合企画局「平成18年事業所・企業統計調査結果報告書」

　　　及び総務省統計局「平成21年経済センサス基礎調査」

事業所数 従業者数

平成21年 平成18年 平成21年 平成18年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 産業構造 

 

◆ 市内総生産から見る京都市 

京都市の市内総生産（平成 21 年度）を産業構成

比で見ると，サービス業が 24.1％で最も多く，次い

で，不動産業の 17.3％，卸売・小売業の 16．2％，

製造業の 15.5％と続いている。平成 9年度以降，サ

ービス業が首位となっている〔表Ⅰ－1－6，7，図Ⅰ

－1－3〕。 

平成 21 年度市内総生産の製造業の構成比につい

て他の政令指定都市と比較すると，京都市は，神戸

市（19.3％）に次ぐ 4位（15.5％）となっている〔表

Ⅰ－1－8〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：所，人，％） 

表Ⅰ-１-６　市（国）内総生産の構成比

　　　 （平成21年度） （単位：％）

京都市 国

農林水産業 0.1 1.2

鉱業 0.0 0.1

製造業 15.5 17.7

産 建設業 3.3 5.7

電気・ガス・水道業 1.8 2.4

卸売・小売業 16.2 13.6

業 金融・保険業 6.5 5.0

不動産業 17.3 12.1

運輸・通信業 6.4 10.5

サービス業 24.1 19.4

9.7 9.6

3.7 2.1

1.2 0.9

-5.6 -0.5

100.0 100.0

資料：京都市総合企画局「平成21年度京都市の市民経済計算」

　　　内閣府「平成22年度国民経済計算確報」

　　　注：比較のため，国の数値は平成21年（暦年）の数値

(控除)その他，帰属利子等

市（国）内総生産

項      目

政府サービス生産者

対家計民間非営利サービス生産者

輸入税
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 表Ⅰ-１-７　経済活動別市内総生産の推移

（単位：百万円）

平成8年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

5,925,463 5,527,665 5,569,231 5,380,481 5,213,795

(95.2/100.0） (91.6/93.3) (91.5/94.0) (91.0/90.8) (91.0/88.0)

10,794 11,109 10,471 9,539 8,188

(0.2/100.0) (0.2/102.9) (0.2/97.0) (0.2/88.4) (0.1/75.9)

2,121 429 358 222 183

(0.0/100.0) (0.0/20.2) (0.0/16.9) (0.0/10.5) (0.0/8.6)

1,232,737 1,063,458 1,083,104 991,809 887,941

(19.8/100.0) (17.6/86.3) (17.8/87.9) (16.8/80.5) (15.5/72.0)

357,317 222,016 234,904 194,834 186,336

(5.7/100.0) (3.7/62.1) (3.9/65.7) (3.3/54.5) (3.3/52.1)

126,635 107,385 99,123 94,252 102,549

(2.0/100.0) (1.8/84.8) (1.6/78.3) (1.6/74.4) (1.8/81.0)

1,237,778 984,969 955,012 971,709 925,226

(19.9/100.0) (16.3/79.6) (15.7/77.2) (16.4/78.5) (16.2/74.7)

478,514 451,898 437,678 370,478 370,222

(7.7/100.0) (7.5/94.4) (7.2/91.5) (6.3/77.4) (6.5/77.4)

832,162 936,701 957,354 978,836 989,314

(13.4/100.0) (15.5/112.6) (15.7/115.0) (16.6/117.6) (17.3/118.9)

417,919 375,610 378,398 368,632 364,751

(6.7/100.0) (6.2/89.9) (6.2/90.5) (6.2/88.2) (6.4/87.3)

1,229,486 1,374,090 1,412,829 1,400,170 1,379,085

(19.8/100.0) (22.8/111.8) (23.2/114.9) (23.7/113.9) (24.1/112.2)

299,171 506,940 516,230 533,809 513,660

(4.8/100.0) (8.4/169.4) (8.5/172.6) (9.0/178.4) (9.0/171.7)

6,224,634 6,034,605 6,085,461 5,914,290 5,727,455

(100.0/100.0) (100.0/96.9) (100.0/97.8) (100.0/95.0) (100.0/92.0)

資料：京都市総合企画局「平成21年度京都市の市民経済計算」

注：政府サービス生産者，対家計民間非営利サービス生産者，輸入税，帰属利子等の控除

※上段が実数で，下段の（　）内は，前の数字が各要素のその年度の市内総生産に占める割合の構成比を

　表し，後の数字は平成8年度を100としたときの平成21年度までの変化を示した指数である。

製造業

建設業

電気・ガス・水道業

卸売・小売業

経済活動の種類

産 業

農林水産業

鉱業

その他　注）　　　　　

市 内 総 生 産

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

サービス業
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（単位：％） 図Ⅰ-１-３　市（国）内総生産の構成比

資料：京都市総合企画局「平成21年度京都市の市民経済計算」

　　　内閣府「平成22年度国民経済計算確報」
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表Ⅰ-１-８　政令指定都市別市内総生産に占める製造業の割合

（平成21年度） （単位：百万円，％）

都 市 名 市内総生産 製造業 構成比

北 九 州 市 3,467,020 739,949 21.3

川 崎 市 4,830,011 1,013,240 21.0

神 戸 市 5,947,721 1,145,509 19.3

京 都 市 5,727,455 887,941 15.5

新 潟 市 2,937,620 354,100 12.1

広 島 市 4,975,009 575,879 11.6

千 葉 市 3,312,669 344,125 10.4

大 阪 市 19,653,165 1,906,205 9.7

名 古 屋 市 11,667,029 1,080,634 9.3

横 浜 市 12,399,179 1,144,498 9.2

さいたま市 3,880,116 295,632 7.6

仙 台 市 4,069,067 213,534 5.2

福 岡 市 6,630,126 272,013 4.1

札 幌 市 6,178,699 193,885 3.1

資料：内閣府「平成21年度県民経済計算」，新潟市「平成21年度市民経済計算」

※公表されている政令指定都市分を掲載
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表Ⅰ-１-９　京都市の開業率・廃業率の推移

（単位：％）

昭和56
　～61年

昭和61
～平成3年

平成3
　～8年

平成8
　～13年

平成13
　～18年

平成18
　～21年

開業率 3.9 3.2 2.3 2.5 2.9 2.6

廃業率 3.6 3.8 3.4 4.6 4.9 6.5

開業率 1.9 1.8 0.8 0.9 1.0 －

廃業率 3.5 3.4 3.3 5.0 4.8 －

開業率 3.3 2.2 1.5 1.8 1.6 －

廃業率 3.6 1.0 4.5 4.6 4.4 －

開業率 2.8 2.1 2.2 2.7 2.6 －

廃業率 3.7 4.4 3.1 4.9 5.4 －

開業率 8.1 5.8 4.8 4.6 5.7 －

廃業率 6.5 6.6 5.1 6.1 7.4 －

開業率 4.3 3.6 2.3 2.7 2.8 －

廃業率 2.5 3.2 2.5 3.6 3.5 －

資料：「事業所・企業統計調査結果」「平成21年経済センサス基礎調査」再編加工

（注1）事業所・企業統計調査と経済センサス基礎調査は調査手法が異なるため，平成18～21年の値はそれ以前の値と比較できない。

（注2）平成13～18年は，平成14年3月改定の日本標準産業分類に基づいて算出。

　　　 平成13～18年の「サービス業」は，「サービス業（他に分類されないもの）」である。

　　　 平成18～21年は，平成21年経済センサスの産業分類に基づいて算出。

 　 　 平成18～21年の産業分類別は，産業分類が変更されているためそれ以前とは比較できない。

全産業

サービス業

製造業

卸売業

小売業

飲食店

図Ⅰ-１-４　京都市の開業率・廃業率の推移

資料：京都市総合企画局「平成18年事業所・企業統計調査結果報告書」

　　　及び総務省統計局「平成21年経済センサス基礎調査」
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◆ 開業率・廃業率  

京都市の全産業の開業率・廃業率を見ると，開業

率は徐々に低下していたが，平成 3～8年を底として

上昇に転じた。調査手法が変更されており単純比較

はできない※が，平成 18～21年は 2.6％となってい

る。廃業率は，昭和 61年～平成 3年以降開業率を上

回っており，上昇傾向となっている〔表Ⅰ－1－9，

図Ⅰ－1－4〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※事業所・企業統計調査と経済センサス基礎調査は

調査手法が異なるため，平成 18～21 年の値はそ

れ以前と比較できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


